担当：　研究・企画委員会

日本溶射学会　産学官インターンシップ支援制度（派遣元版）
インターンシップとは

１．産学官協同で実施する職業教育プログラム

　（１）受入先機関は，インターンシップ生を受け入れるにあたって受け入れ体制や実習プログラムを整えた上で実施する．派遣元機関は，インターンシップ生にインターンシップの意識や目的を理解させ，マナーなどの事前研修を行った上で派遣する．
　（２）インターンシップ生は，明確な目的意識を持ち，受け入れてくれた機関に感謝の気持ちを持って実習に臨む．
２．インターンシップは教育の一環として実施

　（１）アルバイトと明確に区分

　　　インターンシップはインターンシップ生の人間的成長，意識向上，知識の習得を目的として，受入先（企業，大学・高専，公的研究機関）が受入れ体制や実習プラグラムを整え，教育の一環として実施するもの．アルバイトなど正常の労働として活用するケースとは異なることを明確にする．
　（２）就職・採用とは基本的には切り離して考えるべきものである．
３．派遣元，受入先それぞれのメリット

　　＜派遣元＞

　（１）企業にとってのメリット

　　　若手社員の教育

　　　問題解決のためのヒントを得る

　（２）学校にとってのメリット

　　　教育内容の見直し・改善を行う絶好の機会

　　　実践的な教育を通した学習効果の向上

　　　学生の学習意欲向上

　　　就職率・定着率の向上

　　　産学官連携協力体制の強化・拡大

　（３）公的研究機関にとってのメリット

　　　若手研究者の他機関での教育・研究

　　　産学官連携協力体制の強化・拡大

　（４）学生にとってのメリット

職業観・勤労意欲を醸成する機会となる

将来のキャリアを考える機会となる

　　　社会や企業に対する理解度向上

　　　人間的成長につながる

　　　自分自身の適正・持ち味の確認

　　　異世代とのコミュニケーション機会が得られる

効果的なインターンシップの推進（派遣元版）
１．インターンシップの目的

学生にとっては，早い時期から自分の将来や就職活動に対して真剣に考えること，若手の研究者・技術者にとっては，現在研究している内容をさらに高度化すること等を目的とする．本制度は，日本溶射学会が平成21年4月に発足させた「大学生，高専生のための企業インターンシップ支援制度」を，産学官相互のインターンシップ制度へ拡張したもので，インターンシップに要した旅費を日本溶射学会の若手研究奨励基金から支給する．

２．インターンシップ実施の条件

（１）インターンシップ候補生の条件は，国内の大学，工業高等専門学校，公的研究機関，溶射関連企業に在籍する日本溶射学会の学生員または正会員とする．

（２）インターンシップ生の受入予定先は，国内の大学，工業高等専門学校，公的研究機関，溶射関連企業のいずれかとする．

（３）若手研究奨励基金の意義を考慮し，企業から企業へのインターンシップは本制度の適用外とする．

３．インターンシップ生派遣にあたっての具体的手順
　（１）エントリー

日本溶射学会に募集要項を出した受入先に対し，インターンシップ希望者は受入予定先にエントリーのための書類（履歴書，希望のテーマ・概要・インターンシップ期間を記した文書）を送付する．このとき，所属機関によってインターンシップの取り決めが異なることが予想されるため，インターンシップ希望者は事前に自分の所属機関の審査を受けておく必要がある．また，所属機関指定の用紙等がある場合は，それを使用し，受入先へ提出する．
（２）エントリー者の選考

　　　書類選考，面接等
　（３）実習計画書作成

　　　受入先，派遣元で協議の上決定．

　（４）「産学官インターンシップ申請書」に必要事項を記入し，日本溶射学会事務局へ電子メールで送付する．
　（５）指導担当者の選定と事前説明

　（６）インターンシップ終了後に受入先発行の「産学官インターンシップ評価書・認定書」を受け取る．インターンシップ終了後1ヶ月以内に，①産学官インターンシップ評価書・認定書のコピー，②交通費代金の領収書，③自分名義の銀行口座を記載した書類（銀行名，支店名，名義人，口座番号）　を日本溶射学会事務局に郵送する．
４．実習計画書作成

　　受入先にインターンシップ生の専門分野や志望理由等を伝え，インターンシップでの実習内容を決定する．事前に電子メール等で受入先から実習計画書を受け取る．
５．実施にあたっての留意点　

　（１）受入先・派遣元・インターンシップ生との確認事項

　　　確認事項を整理して覚書を取り交わす．インターンシップ生は順守事項を確認し誓約書を提出する．
（２）オリエンテーリングの必要性

　　　インターンシップ初日にオリエンテーリングを行い，受入先の業務内容，社会規則の説明各セクションとの関連について総体的な説明を受ける．特に，安全面での指導に注意する．
　（３）報酬に関する考え方

　　　インターンシップは教育の一環として実施するものである．原則として報酬はない．
　　　但し，交通費に関しては日本溶射学会より往復旅費をインターンシップ生に対して精算支払いする．食費に関しては，受入先の判断による．
　（４）実習後の評価・フォローアップ

　　　インターンシップが育成・成長面でどのような効果があったのか確認するため，また，反省材料を次回に活かすため成果報告会を開催する．インターンシップ生には感想や成果をまとめさせ発表の機会を与え，指導担当者と意見交換を行う．
　　
受入先（ 産 ・ 学 ・ 官 ）への提出用


誓　　約　　書

　　　　　　　　　　　　　　　     　　　殿　

　

機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

部署名                            

学年（学生のみ）　　　　　　　　　　　　　　　

氏名                              

このたび，私が貴社でインターンシップ実習をさせて頂くにあたっては，下記事項を順守することを誓います．
記

１．実習期間中は，貴社の就業規則およびこれに基づく諸規則の定めに従います．
２．貴社の諸規則，規範を守り，実習期間中は管理・監督者の指示に従います．
３．実習に際しては，次のことを厳守します．
　（１）貴社の名誉を毀損するような行動は行いません．
　（２）貴社の営む事業を妨害するような行動は行いません．
　（３）実習中知り得た機密事項は一切外部に漏洩しません．
４．故意または過失により貴社に損害を与えたときは，直ちに弁償します．
５．実習中に自己の不注意により万一災害を受けた場合は貴社に迷惑をかけることなく自己の責任において処理します．
以上，誓約します．
受入先（ 産 ・ 学 ・ 官 ）への提出用

誓　　約　　書

　　　　　　　　　　　　　　　     　　　殿　

　

機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

部署名                            

学年（学生のみ）　　　　　　　　　　　　　　　

氏名                              

このたび，私が貴学でインターンシップ実習をさせて頂くにあたっては，下記事項を順守することを誓います．
記

１．実習期間中は，貴学の就業規則およびこれに基づく諸規則の定めに従います．
２．貴学の諸規則，規範を守り，実習期間中は管理・監督者の指示に従います．
３．実習に際しては，次のことを厳守します．
　（１）貴学の名誉を毀損するような行動は行いません．
　（２）貴学の営む事業を妨害するような行動は行いません．
　（３）実習中知り得た機密事項は一切外部に漏洩しません．
４．故意または過失により貴社に損害を与えたときは，直ちに弁償します．
５．実習中に自己の不注意により万一災害を受けた場合は貴学に迷惑をかけることなく自己の責任において処理します．
以上，誓約します．
受入先（ 産 ・ 学 ・ 官 ）への提出用

誓　　約　　書

　　　　　　　　　　　　　　　     　　　殿　

　

機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

部署名                            

学年（学生のみ）　　　　　　　　　　　　　　　

氏名                              

このたび，私が貴所でインターンシップ実習をさせて頂くにあたっては，下記事項を順守することを誓います．
記

１．実習期間中は，貴所の就業規則およびこれに基づく諸規則の定めに従います．
２．貴所の諸規則，規範を守り，実習期間中は管理・監督者の指示に従います．
３．実習に際しては，次のことを厳守します．
　（１）貴所の名誉を毀損するような行動は行いません．
　（２）貴所の営む事業を妨害するような行動は行いません．
　（３）実習中知り得た機密事項は一切外部に漏洩しません．
４．故意または過失により貴所に損害を与えたときは，直ちに弁償します．
５．実習中に自己の不注意により万一災害を受けた場合は貴所に迷惑をかけることなく自己の責任において処理します．
以上，誓約します．
インターンシップ実施に関する覚書
派遣元：

　　　　　　　　　　　　　　　（以下，甲という）と

受入先：

　　　　　　　　　　　　　　　（以下，乙という）は

平成　　　　年度に実施するインターンシップの取り扱いについて，次のとおり覚書を締結する．
１．インターンシップ研修の概要

　　別添の「研修概要」の通りとする．
２．事故災害時の対応

２．１　インターンシップ生が学生の場合

　　甲は，研修を行う学生を学生教育研究災害傷害保険（以下「学研災」）に加入させ，研修中およびその往復途中に生じた事故により身体に損害を被った場合に対応する．

また，学研災付帯賠償責任保険（インターンシップ・教職資格活動等賠償責任保険）に加入させ，研修中およびその往復途中に他人に怪我をさせたり，他人の財物を損壊したことにより乙が被る法律上の損害を補償する．

２．２　インターンシップ生が学生以外の場合

　　甲は，研修を行う職員を通常の業務として受入先に派遣し，研修中およびその往復途中に生じた事故により身体に損害を被った場合に対応する．

３．誓約書の提出

　　申請者は，研修に先立ち乙に対し「誓約書」を提出する．
４．申請者の個人情報の取り扱い

　　乙は，甲または申請者から提出された個人情報について，その取扱いに充分留意するとともに，甲および申請者の同意なく研修に関わらない目的での使用や第三者への提供を行ってはならない．
５．研修の打ち切り

　　誓約書に違反する行為が生じた場合，乙は甲と協議の上，研修を打ち切ることができる．
６．その他の対応

　　この覚書に定めのない事項については，甲乙協議の上，決定する．
７．覚書の効力

　　この覚書は下記の署名日付より研修終了日まで効力を持つものとする．
　本覚書の締結を証するため本書2通を作成し，甲乙記名押印の上，それぞれ1通を保管するもの　とする．
平成　　　年　　　　月　　　　日

　　　                               甲　派遣元機関名

役　　職

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       印

乙 受入先機関名

役　　職

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       印

＊所属機関指定の用紙がある場合はそれを使用してもよい．
＜受入先＞


　（１）企業にとってのメリット


　　　人材育成に熱心な企業姿勢をアピール


　　　就職におけるミスマッチ解消


　　　職場の活性化と若手社員の育成・成長


　（２）学校，公的研究機関にとってのメリット


　　　新規研究テーマを発掘する機会


　　　溶射に関するニーズの把握


　　　人的交流を深める機会











